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連結注記表
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項］
1. 連結の範囲に関する事項

連 結 子 会 社 の 数 … ３社
連 結 子 会 社 の 名 称 … 山下医科器械株式会社

株式会社イーピーメディック
株式会社トムス

　
2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数 … １社
持分法を適用した関連会社の名称 … 株式会社イーディライト

（2）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項
決算日が連結決算日と異なる株式会社イーディライトについては、直近の事業年度に

係る計算書類を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　
4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の … 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の … 移動平均法による原価法
② た な 卸 資 産
ａ 商 品 …… 主として、先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)

ｂ 貯 蔵 品 …… 最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…… 定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得の建物 (建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得の
建物附属設備及び構築物については、法人税法に規定
する方法と同一の基準による定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 10～50年

② 無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

③ リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しております。

　
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担額を計上しております。

　
（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９
年）による定率法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）
による定額法により発生した連結会計年度から費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
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（5）のれんの償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

　
（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

［表示方法の変更］
　連結貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成
30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表
示する方法に変更しました。
この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」

（前連結会計年度194,907千円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰
延税金資産」218,185千円に含めて表示しております。
前連結会計年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「繰延税金

資産」（前連結会計年度23,368千円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度に
おいては区分掲記しております。

［連結貸借対照表に関する注記］
有形固定資産の減価償却累計額 2,280,472千円

［連結損益計算書に関する注記］
　 減損損失
　 当社グループは、以下のとおり減損損失を計上しております。

用途及び種類 場所 減損損失
（千円）

のれん 福岡県福岡市 210,993

当社グループは、事業用不動産については各事業所を、賃貸用不動産については各物件を、
資産グループとしております。
のれんに関して、連結子会社である株式会社トムスにおいて、株式取得時に想定していた収
益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額210,993
千円を減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は使用価値によっており、将来
キャッシュ・フローを10.95％で割り引いて算定しております。
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

当連結会計年度期首
株式数（株）

増加株式数
（株）

減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式
　普通株式 2,553,000 － － 2,553,000

合計 2,553,000 － － 2,553,000
自己株式
　普通株式 50 21 － 71

合計 50 21 － 71
　

（注）普通株式の自己株式増加数21株は単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
２．配当に関する事項
（1）配当金の支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年８月28日
定時株主総会 普通株式 66,376 26 2018年５月31日 2018年８月29日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
　次のとおり、決議を予定しております。

　

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年８月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 107,223 42 2019年５月31日 2019年８月29日
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［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、一時的な余資は中長期的な資金需要を踏まえた上で運用限度額を設定
し、運用対象資産が元本割れとなるリスクのない安定的な金融資産で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、当該リスク
に関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとに期日管理及び残高管理を
行うとともに、取引先の信用状況を随時把握する体制としております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有
する企業の株式であり、定期的に時価を把握し取締役会に報告することとしております。
　支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であり
ます。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（１）現金及び預金 2,335,526 2,335,526 －
（２）受取手形及び売掛金 10,155,562 10,155,562 －
　 貸倒引当金（注１） △14,902 △14,902 －

10,140,660 10,140,660 －
（３）投資有価証券

　その他有価証券 722,769 722,769 －
資産 計 13,198,956 13,198,956 －

（１）支払手形及び買掛金 7,632,967 7,632,967 －
（２）電子記録債務 4,484,001 4,484,001 －
（３）未払法人税等 195,165 195,165 －

負債 計 12,312,133 12,312,133 －
　

（注１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除して表示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産
（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
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っております。
（３）投資有価証券 その他有価証券
　時価については、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（１）支払手形及び買掛金、（２）電子記録債務、（３）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

（注３） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,500

非上場債券 20,000

関係会社株式 42,742
　

（注） これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価
を把握することが極めて困難と認められることから、「(３)投資有価証券」には含めておりません。

　
［賃貸等不動産に関する注記］
　 重要性が低いため、記載を省略しております。
　
［１株当たり情報に関する注記］
１. １株当たり純資産額 2,496円10銭
２. １株当たり当期純利益 56円57銭
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［企業結合等に関する注記］
共通支配下の取引等
（現物配当による子会社の異動）
　2018年５月18日開催の山下医科器械株式会社（以下、「山下医科器械」という。）臨時株
主総会において、剰余金の配当として山下医科器械が保有する子会社株式を当社に現物配当
することを決議し、2018年６月１日に実施いたしました。これにより、当社は孫会社の株
式を取得することとなり、子会社の直接保有に係る異動が生じております。

１．取引の概要
（1）子会社株式の現物配当（組織再編）の理由

当社グループは、迅速かつ柔軟な経営判断ができる体制を構築するとともに、グループ
各社の採算性と事業責任の明確化を図ることが不可欠であると考え、2017年12月１日に
持株会社体制に移行いたしました。その取り組みの一環として、グループ全体の経営戦略
の策定、経営資源の配分及び子会社の業務執行に関する監督機能を目的として、山下医科
器械が保有する子会社株式を当社へ現物配当（適格現物分配）することを決議いたしまし
た。
これにより、株式会社イーピーメディック及び株式会社トムスは当社が直接保有する完
全子会社となりました。

（2）山下医科器械の剰余金の処分について
山下医科器械は、その他利益剰余金を原資として、剰余金の配当（現物配当）を実施い
たしました。

　１．当社に対する配当財産の種類及び帳簿価額の総額
当社に対する配当財産の種類は、金銭以外の財産（普通株式）であり、配当金支払額は
山下医科器械の直前の帳簿価額とし、以下の通りとなります。

会社名 配当財産の種類 株式数 帳簿価額

株式会社イーピーメディック 普通株式 6,000株 14,817千円

株式会社トムス 普通株式 200株 935,806千円

合計 950,623千円

　２．配当財産の割り当てに関する事項
現物配当の効力発生時点において、山下医科器械の発行済株式の全てを保有する株主で
ある当社に対して、配当財産のすべてが割り当てられました。
　３．剰余金の配当効力発生日
2018年６月１日（金）
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２．実施した会計処理の概要
　「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」に基づき、現物配当により取得した当該子会社の株式については、これまで保
有していた山下医科器械の株式のうち相当する部分と実質的に引き換えられたものとみなし
て処理しております。
　なお、これにより、損益に与える影響はありません。

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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個別注記表
［重要な会計方針に係る事項］
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式 …… 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の な い も の … 移動平均法による原価法

2. 引当金の計上基準
賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、

当事業年度の負担額を計上しております。
3. その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 …… 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。

［表示方法の変更］
　 貸借対照表

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16
日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号
平成30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示する方法に変更しました。
この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前

事業年度5,818千円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」
6,251千円に含めて表示しております。

［貸借対照表に関する注記］
関係会社に対する債権・債務
短期金銭債権 28,852千円
短期金銭債務 13,449千円

　
［損益計算書に関する注記］
　 関係会社との取引高

　経営管理料収入 320,580千円
　受取配当金収入 127,650千円
　一般管理費 124,718千円
　営業取引以外の取引高 29千円
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［株主資本等変動計算書に関する注記］
　 自己株式に関する事項
　 自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

増加株式数
（株）

減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）

　普通株式 50 21 － 71
　合計 50 21 － 71
　（注） 普通株式の自己株式増加数21株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

［税効果会計に関する注記］
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 4,968千円
未払事業税 475千円
未払法定福利費 807千円
小 計 6,251千円
繰延税金資産 合計 6,251千円
繰延税金資産の純額 6,251千円

　
［関連当事者との取引に関する注記］
　 子会社等

種類 会社等の
名称 所在地 資本金

(千円)
事業の内
容

議決権
等の所
有割合

関連当事
者との関
係

取引の内容 取引金額
(千円) 科目

期末残
高 ( 千
円)

子会
社

山下医科
器械㈱

佐世保
市湊町 494,025 医療器械の販売 100％ 経営管理

経営管理料
の受取 306,912 未収入金 27,622
出向者人件
費の支払 124,718 未払金 8,514

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針
経営管理料については、双方協議のうえ合理的に決定しています。
出向者人件費については、出向契約に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っております。
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［１株当たり情報に関する注記］
1. １株当たり純資産額 2,280円98銭
2. １株当たり当期純利益 48円96銭
　
［企業結合等に関する注記］
　共通支配下の取引等
　 連結注記表の「企業結合等に関する注記」をご参照ください。
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